
 

子育て・教育力向上について 

 

１ 調査項目 

  (１) 子育て力向上に関する事項 

  (２) 健全育成に関する事項 

  (３) 学力向上に関する事項 

  (４) 学校施設改築・学校再編に関する事項 

  (５) 児童虐待防止に関する事項 

 

２ 特別委員会の設置及びその定数 

  本調査のため地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１１０条第

１項に基づく江戸川区議会委員会条例（昭和３１年９月江戸川区条例

第７号）第４条第１項の規定により、本議会に「子育て・教育力向上

特別委員会」を設置するものとし、同第４条第２項の規定により、当

該特別委員会の定数を１２人とする。 

 

３ 継続調査 

  本調査は議会閉会中も調査できるものとし、議会が本調査終了を議

決するまで継続して調査を行うものとする。 

 

 (説明) 

  子どもたちは、次代を担う存在であり、未来への希望である。社会

的な面からも、学力の面からも十分な能力を持つ子どもたちを健やか

に育成しなければならない。児童虐待防止も視野に入れ、家庭、学校、

地域、行政がさまざまな角度から、それぞれの持てる力の中で、相互

に好影響を与えられる仕組みづくりが必要である。 
 次に、学校施設はさまざまに活用できる可能性を有する地域の貴重

な資源であることから、改築にあたっては、予定されている読書科導

入も視野に入れた図書室の改善など、多面的な視点での配慮が望まし

い。 
また、少子化の動向を見据え、既存施設の改築にとどまらず、統廃

合も考慮しての計画づくりが必要である。 
  よって、これらの諸方策を調査研究するため、本案を提出する。 


